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１９８９年

（平成元年）

１９９０年

（平成２年）

１９９７年

（平成９年）

１９９８年

（平成１０年）

２００２年

（平成１４年）

２００３年

（平成１５年） コース名変更新たにスタートコース名変更新たにスタートコース名変更新たにスタートコース名変更新たにスタート

２０１０年

（平成２２年）

２０１４年

（平成２６年）

２０１５年

（平成２７年）

（平成２６年～２回実施）（平成２６年～２回実施）（平成２６年～２回実施）（平成２６年～２回実施）

国際協力機構（ＪＩＣＡ）から感謝状を受賞

平成２４年度で終了

（平成２年～平成２４年）（平成２年～平成２４年）（平成２年～平成２４年）（平成２年～平成２４年）

２３回実施２３回実施２３回実施２３回実施

　　　コース名変更　新たにスタート

　　　　　　　　　　　（平成元年～平成１４年）　　　　　　　　　　　（平成元年～平成１４年）　　　　　　　　　　　（平成元年～平成１４年）　　　　　　　　　　　（平成元年～平成１４年）

１４回実施１４回実施１４回実施１４回実施

１１回実施１１回実施１１回実施１１回実施

　　　　　平成９年度で終了

「消防・防災」コース「消防・防災」コース「消防・防災」コース「消防・防災」コース
コース名変更新たにスタートコース名変更新たにスタートコース名変更新たにスタートコース名変更新たにスタート

「消火技術Ⅱコース」「消火技術Ⅱコース」「消火技術Ⅱコース」「消火技術Ⅱコース」

・第２９回国際協力功労者表彰
消防関係としては初受賞

(昭和６２年～平成９年)(昭和６２年～平成９年)(昭和６２年～平成９年)(昭和６２年～平成９年)

東京から引継ぎ

１５回実施１５回実施１５回実施１５回実施

１１回実施１１回実施１１回実施１１回実施

「消防行政管理者コース」「消防行政管理者コース」「消防行政管理者コース」「消防行政管理者コース」

平成１０年度からスタート

「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」
(昭和６３年～平成１４年）(昭和６３年～平成１４年）(昭和６３年～平成１４年）(昭和６３年～平成１４年）

「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」

　　平成２年新設スタート

（財）全国消防協会九州地区支部

・１９５０年スリランカの首都コロンボで開かれ
た英連邦外相会議で設立　アジア諸国の経
済・技術協力が目的

「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」

・研修の主体は東京消防庁　　　　

　「救急救助技術コース」　「救急救助技術コース」　「救急救助技術コース」　「救急救助技術コース」

・消防庁→「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」「救急救助技術コース」

受入れ打診

昭和６２年度からスタート

「火災予防技術者コース」　「火災予防技術者コース」　「火災予防技術者コース」　「火災予防技術者コース」　

研修委託先

・福岡市、長崎市、熊本市消防局に
研修の一部を依頼

・単独での実施は不可、複数消防本
部合同での実施で可とする
（東京・横浜・川崎・千葉）

「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」

実施機関は自治省消防庁

研修実施主体消防本部　北九州市消防局

・開校式・閉校式には消防庁から出席・開校式・閉校式には消防庁から出席・開校式・閉校式には消防庁から出席・開校式・閉校式には消防庁から出席

・研修の修了書は消防庁長官名・研修の修了書は消防庁長官名・研修の修了書は消防庁長官名・研修の修了書は消防庁長官名

「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」
昭和６３年１０月～１２月

「消防行政管理者コース」　　「消防行政管理者コース」　　「消防行政管理者コース」　　「消防行政管理者コース」　　

・東京を視察する場合は長官表敬をする・東京を視察する場合は長官表敬をする・東京を視察する場合は長官表敬をする・東京を視察する場合は長官表敬をする

　　　　　　　■　Ｊ　Ｉ　Ｃ　Ａ　事　業　の　変　遷　　　　　　　■　Ｊ　Ｉ　Ｃ　Ａ　事　業　の　変　遷　　　　　　　■　Ｊ　Ｉ　Ｃ　Ａ　事　業　の　変　遷　　　　　　　■　Ｊ　Ｉ　Ｃ　Ａ　事　業　の　変　遷

備　　考備　　考備　　考備　　考年　度年　度年　度年　度

・消防庁→コロンボ計画に基づく研修生の受入れ・消防庁→コロンボ計画に基づく研修生の受入れ・消防庁→コロンボ計画に基づく研修生の受入れ・消防庁→コロンボ計画に基づく研修生の受入れ
（開発途上諸国からの研修員受入れ）（開発途上諸国からの研修員受入れ）（開発途上諸国からの研修員受入れ）（開発途上諸国からの研修員受入れ）

１９８８年
（昭和６３年）

・本市経済局→国際研修センター誘致に
伴い、新設研修コースの受入れ打診

・新設研修コースは消防庁の「行政コース」及び東京消防
庁の「救急・救助コース」以外で設定

１９８６年
（昭和６１年）

・自治省消防庁→「消防行政集団研修」「消防行政集団研修」「消防行政集団研修」「消防行政集団研修」

１９８７年
（昭和６２年）

・新設コースで受け入れる際、北九州市単独
ではなく、研修の一部を九州地区の大きな消
防本部と実施することが条件

　■自治省（総務省）消防庁・ＪＩＣＡ　■自治省（総務省）消防庁・ＪＩＣＡ　■自治省（総務省）消防庁・ＪＩＣＡ　■自治省（総務省）消防庁・ＪＩＣＡ ■北九州市消防局北九州市消防局北九州市消防局北九州市消防局

・新設コースは「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」「消火技術コース」
(案）(案）(案）(案）として（消防庁と協議）

コロンボ計画コロンボ計画コロンボ計画コロンボ計画

・全国消防協会九州地区支部の事業として位
置づけるように消防庁から指導

１９７０年（昭和４５年～昭和６３年）

■大阪■大阪■大阪■大阪市消防局市消防局市消防局市消防局 ■東京消防庁■東京消防庁■東京消防庁■東京消防庁

・消防庁→「救助技術指導」「救助技術指導」「救助技術指導」「救助技術指導」での研修
生の受入れ打診

・ＪＩＣＡ集団研修「救助技術」は初の実技
コースのため首都圏開催が条件

・九州国際センター（ＪＩＣＡ九州）が北九州市に開設決定

　　　研修実施の依頼 ・第１回ＪＩＣＡ集団研修

消防関係の外国人研修コース消防関係の外国人研修コース消防関係の外国人研修コース消防関係の外国人研修コース

（消防白書）（消防白書）（消防白書）（消防白書）

消防白書の中で「国際的課題への対応」とし
て、消防庁では、ＪＩＣＡと連携し、開発途上諸
国の消防防災機関職員を対象に我が国の消
防に関する知識や技術の研修を実施してい
る。

・（財）全国消防協会九州地区支部との業務委託契約

「消火技術Ⅱコース」に係る研修委託契約の変更「消火技術Ⅱコース」に係る研修委託契約の変更「消火技術Ⅱコース」に係る研修委託契約の変更「消火技術Ⅱコース」に係る研修委託契約の変更

・ＪＩＣＡ直営実施方式

（平成１０年～１８回実施）（平成１０年～１８回実施）（平成１０年～１８回実施）（平成１０年～１８回実施）

（平成１５年～平成２５年）（平成１５年～平成２５年）（平成１５年～平成２５年）（平成１５年～平成２５年）

「火災予防技術者コース」　「火災予防技術者コース」　「火災予防技術者コース」　「火災予防技術者コース」　

ＪＩＣＡから防災分野の科目追加要望ＪＩＣＡから防災分野の科目追加要望ＪＩＣＡから防災分野の科目追加要望ＪＩＣＡから防災分野の科目追加要望

　　　平成１４年度で終了

消防局総務部消防局総務部消防局総務部消防局総務部 訓練研修センター訓練研修センター訓練研修センター訓練研修センター


